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Abstract
I have researched about emergency information systems since Great Hanshin-Awaji 
Earthquake occurred in 1995. In this paper, I show three kinds of emergency information 
systems that I have developed since I researched in the Great Hanshin-Awaji Earthquake 
reconstruction project of Ritsumeikan University.
The system shown in chapter I is a resident-based wireless information system to confirm 
the residents’safety. This system needs no radio wave congestion and no wires such as 
telephone lines or electrical cables. So the system has robust operation and collects resident 
safety information even in case of a disaster.
Chapter II shows the system for disaster risk reduction management at a safety evacuation 
area. The system can confirm the safety information of people at a safety evacuation 
area and the information can be used for disaster risk reduction management and rescue 
activities. People want to know about their families’safety and want to communicate with 
them. It is important to calm down people who are in panic. Proposed information system 
is also an emergency message service system for people at the safety evacuation area to 
contact with their families individually.
The first priority of the system shown in chapter III is to diffuse the use of the system. 
In order to respond to the required specification, the system is designed to use cheaply and 
easily. The system is not robuster than the systems shown in chapter II or III because of the 
use of mobile phone services but is useful for corporations and universities to confirm the 
safety of the staffs and the students.
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いる。2005 年 1 月に神戸で開催された第 2 回会議の「兵庫宣言」で確認され[1]、2015 年 3 月
に仙台で開催された第 3 回会議では、「仙台宣言」の中で冒頭の宣言文に続いて「我々は兵庫







































































































個人 － － －
個人間の情報伝達を
可能とするシステム



































































































親機からの距離 (m) 80 90 95 100 115 120 145
通信の成否 成功 成功 成功 成功 成功 成功 失敗
親機からの距離 (m) 160 165 170 200 225 240 ―――
通信の成否 成功 失敗 成功 成功 成功 失敗 ―――
実験結果はおおむね良好で、13 地点のうち、親機からの距離が 145m、165m、240m の地点
を除く、10 地点からの送受信に成功した。障害物が少ない所では 200m、225m 地点といった
想定使用距離以上の地点からも通信できたが、建築物の谷間など込み入っているなど、通信状
況の悪い場所では 145m、165m 地点でも通信に失敗している。
試作したシステムでは 1 台の子機との送受信にかかる時間は 2 秒弱であり、1 時間で約 1,800
台の子機の情報を収集できる。都市域では人口密度が高く、25,000 人／ km2 を越える地域も
ある。試作したシステムの親機 1 台がカバーする範囲を半径 200m と考えると、25,000 人／ km2


























































































図 2.1 は提案システムの概念図であり、PC や IC カードリーダ、衛星電話端末からなる広域
避難場所内のシステム、遠隔地に置かれたサーバ（以下、遠隔サーバ）で構成される。本研究
では、避難場所 1 カ所分のシステムとサーバの開発を行った。











災害伝言ダイヤル 強い 練習が必要 中央集中
企業用システム 強い 訓練が必要 階層的に集約





































　避難場所内 TCP/IP による避難場所内の独立した LAN












遠隔サーバと避難場所の管理用 PC に登録されたデータは同一となるため、管理用 PC に事前
登録データのない被災者向けの機能は実システムとしては実装していない。
安否情報には無事な被災者やけがをした被災者の他、安否未確認者の情報も含まれている。











用 PC、クライアント PC、IC カードリーダ、衛星電話システムとこれらをつなぐ通信機器やバッ




安否情報収集システムは、クライアント PC や管理用 PC に接続された FeliCa 対応の IC カー
ドリーダと felicalib により IC カードを読み取る。取得した ID を被災者の個人データと照合
するためのデータベースエンジンとして Microsoft JET Database Engine を用いた。被災者は
自分の ID が正確に読み込まれたことを PC 画面で確認する。IC カードを持たない被災者やけ
が人の情報を入力するシステムを Visual Basic .NET 2003 を用いて構築した。
避難場所のクライアント PC で読み込まれた情報を、独立した TCP/IP ネットワークを用い
て避難場所の管理用 PC に集約し、データを遠隔サーバに送りデータの同期を行う。遠隔サー
バは HTTP、SMTP、POP のサービスを提供する。伝言確認など Web 上での操作プログラム








　安否情報の入力 IC カードリーダ felicalib
ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
情報集約と同期システム ノート PC Visual Basic .NET 2003
ネットワーク機器 Microsoft JET Database Engine
　 遠隔サーバ PostgreSQL
伝言システム
　IC カードによる認証 IC カードリーダ felicalib
ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　手入力データによる認証 ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　伝言の入力と確認 ノート PC Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　伝言の送受信 遠隔サーバ HTTP, SMTP, POP
PHP, PostgreSQL
避難場所内外のネットワーク 　 　
　避難場所内 LAN 機器 TCP/IP ネットワーク
Visual Basic .NET 2003
Microsoft JET Database Engine
　遠隔サーバへの接続 衛星電話 PPP 制御ソフトウェア
























避難場所の管理用 PC と遠隔サーバの間は、NTT DoCoMo の衛星電話 Widestar Duo を使っ
て PPP 接続した。実験に用いた衛星電話の回線スピードは、遠隔サーバから管理用 PC は最











日本福祉大学において、2008 年 2 月に動作実験、2008 年 10 月に利用実験、2009 年 10 月に
大学関係者や行政の防災担当者へのデモンストレーションを行った。実験年月、場所、目的、
参加者などの概要を表 2.4 に示す。








2008 年 10 月の利用実験では、事前に実験参加者の家族の電子メールアドレスを登録した。
伝言を送信した参加者は 25 名であり、そのうち返信のあった参加者数は 9 名、送信エラーと








利用実験と並行して、全角 14,999 文字、半角 2,159 文字、合計 32,361 バイトのテキストファ
イルの送受信にかかる時間を測定した。被災者の伝言文字数の制限を全角 100 文字と考える
と、32,361 バイトのテキストはおよそ 160 人分のデータ量である。この実験を行った日本福祉
大学美浜キャンパスで電波状況の良い建物内で晴天時という条件で、サーバからの受信 45 秒
（5.8kbps）、サーバへの送信 80 秒（3.2kbps）であり、1 時間あたり 4,000 人分程度のデータの
同期を行うことができることがわかった。 








































































































































わかった。1 万件のデータから 1 件のデータを検索するのに 1、2 分の時間がかかる。
Ⅲ．3．2．利用実験
2012 年 10 月より、北海道にサーバを設置して、日本福祉大学健康科学部福祉工学科の学生
を対象に利用実験を行っている。一般利用者としての学生へは、台風や雪による休講情報の他、
安否確認訓練のためのメールを送信している。その評価はおおむね良好であり、学生会からは
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